
 
各種手引き・研究成果等はこちら http://www.jwrc-net.or.jp/ 

Ａ 

      

 

平成17年1月、わが国の実情に適合した

水道サービスの国内規格として、日本水

道協会規格「水道事業ガイドライン

JWWAQ100:2005」が制定されました。 

この国内規格では、水道システムの構成要素や

水道サービスマネジメントの指針等を示すととも

に、水道サービスを多様な角度から定量的・客観

的に評価することを目的として、PI(業務指標)を

活用しています。水道ビジョンの「安心」、「安

定」、「持続」、「環境」、「国際」の5つに、「管

理」を加えた6つの分類に合計137項目が定義され

ています(参考:「配水池耐震施設率」を下に示す

*)。 

個々のPIの定義に従って算出した数値は、地理

的な条件や人口密度等の、背景となる情報(コンテ

クスト)と密接な関係があるため、事業体間の数値 

 

 

 

 

 

を比較する場合には、コンテクストに配慮する必

要があります。 

PIの活用は任意であり強制されるものではあり

ません。しかしPIを活用して自己診断を行い、そ

の結果を公表することは、水道を利用するお客さ

まや議会に説明責任を果たすとともに、予算を確

保する上で有効であると言えます。今後、震災対

策、施設の大量更新及び団塊世代職員の大量退職

等、水道界を取り巻く様々な課題を解決して、わ

が国の高い水道のレベルを維持・向上していくた

めに、水道事業ガイドラインの一層の活用が求め

られています。 

 

*出典:水道事業ガイドライン JWWA Ql00 2005 

 

 

（出典：水道技術ジャーナル 2007年 4月） 

 

Ｑ 水道事業ガイドラインの活用について 

 


